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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年９月 平成30年９月 

売上高 (千円) － － － － 10,380,679 

経常利益 (千円) － － － － 463,896 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
(千円) － － － － 274,704 

包括利益 (千円) － － － － 282,750 

純資産額 (千円) － － － － 2,672,742 

総資産額 (千円) － － － － 4,623,837 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 205.02 

１株当たり当期純利益

金額 
（円） － － － － 21.23 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円） － － － － 21.04 

自己資本比率 （％） － － － － 57.8 

自己資本利益率 （％） － － － － 10.3 

株価収益率 （倍） － － － － 33.2 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) － － － － 388,414 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) － － － － △56,257 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) － － － － 30,824 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) － － － － 2,096,554 

従業員数 

（名） 

－ － － － 2,601 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 
〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 

（注）１．第30期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年９月 平成30年９月 

売上高 (千円) 3,839,069 4,772,630 5,805,122 7,385,197 9,934,220 

経常利益 (千円) 351,941 492,794 469,315 169,803 477,103 

当期純利益 (千円) 357,091 201,433 405,864 65,056 281,287 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(千円) － － － 670 － 

資本金 (千円) 869,650 869,650 1,101,487 1,267,072 1,290,940 

発行済株式総数 （株） 5,712,000 5,712,000 6,152,600 12,925,200 13,025,200 

純資産額 (千円) 1,720,527 1,816,163 2,432,624 2,605,454 2,681,375 

総資産額 (千円) 2,743,069 2,944,667 3,340,224 3,906,431 4,544,631 

１株当たり純資産額 （円） 301.21 317.96 196.93 201.32 205.68 

１株当たり配当額 

（円） 

2,020 40 40 30 20 

（内、１株当たり中間

配当額） 
(2,000) (15) (20) (20) (10) 

１株当たり当期純利益

金額 
（円） 62.52 35.26 34.61 5.12 21.74 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円） － － 34.53 5.05 21.55 

自己資本比率 （％） 62.7 61.6 72.5 66.6 58.9 

自己資本利益率 （％） 20.0 11.1 19.1 2.6 10.7 

株価収益率 （倍） 15.1 24.1 15.5 181.7 32.4 

配当性向 （％） 64.0 113.4 57.8 390.8 92.0 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 363,196 482,649 △28,806 36,357 － 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △241,823 △192,475 △137,265 25,059 － 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △514,855 △258,921 134,545 171,896 － 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) 1,484,237 1,515,490 1,483,963 1,717,277 － 

従業員数 

（名） 

684 933 1,232 1,866 2,513 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 
〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 
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（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在して

いないため、記載しておりません。また、第26期におきましては、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。

３．第26期から第27期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりませ

ん。また、第28期については投資利益が発生していないため記載しておりません。

４．当社は、平成26年４月１日を効力発生日として１株を100株に分割しておりますので、１株当たり純資産額、

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当該株式分割が第

26期の期首に行われたと仮定して算定しております。 

５．当社は、平成29年４月25日を効力発生日として１株を２株に分割しておりますので、１株当たり純資産額、１

株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当該株式分割が第28

期の期首に行われたと仮定して算定しております。 

６．第30期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物

の期末残高は記載しておりません。 

 

 

２【沿革】

 当社は、平成元年７月に川崎市中原区において家庭教師の派遣サービスを目的とする会社として、現在の株式会社

夢テクノロジーの前身である「株式会社神奈川進学研究会」を創業しました。

 その後、平成10年５月に本社を東京都渋谷区に移転し、エンジニアアウトソーシングサービスを事業目的とする会

社に改め、商号を「株式会社フルキャストウィズ」に変更いたしました。

 さらに、総合的なテクニカルソリューションを実現すべく平成14年10月にコンピューターソフトウェアの受託開発

を事業目的としていた兄弟会社である株式会社フルキャストシステムコンサルティングを吸収合併し、商号を「株式

会社フルキャストテクノロジー」に変更いたしました。

 なお、平成23年５月31日をもって株式会社夢真ホールディングスが保有する当社の総株主等の議決権に対する割合

が50％超となったため、同社は当社の親会社及び主要株主である筆頭株主となり、商号も「株式会社夢テクノロジ

ー」に変更いたしました。

当社のエンジニアアウトソーシング事業開始以降の主要な変遷は次のとおりであります。

平成元年７月 川崎市中原区に家庭教師の派遣サービスを事業目的とした、株式会社神奈川進学研究会（資本金

3,000千円）を設立。

平成10年５月 株式会社フルキャストウィズに商号を変更し、本社を東京都渋谷区桜丘町に移転。

平成10年10月 一般労働者派遣業 許可取得。エンジニアアウトソーシング事業を開始。

平成11年４月 有料職業紹介事業 許可取得。人事コンサルティング事業部を開設。 

平成11年８月 エンジニア事業部、テクニカル事業部の２事業部体制に改組し、特化型の営業体系にする。

平成11年10月 本社を東京都渋谷区鶯谷町に移転。 

平成12年４月 人事コンサルティング事業部をフルキャスト人事コンサルティング株式会社に分社化。

ＩＳＯ9002の認証を取得。

平成13年２月 セミコンソリューション事業部を開設。

半導体製造装置の販売を開始する。

平成13年10月 エンジニア事業部とテクニカル事業部をエンジニアアウトソーシング事業部として統合。

東京支店を関東支店と改称し東京都新宿区に開設する。

平成14年２月 ＩＳＯ9001（2000年版）規格へ移行。

平成14年６月 技術統括部をテクニカルサービス事業本部に改組し、受託業務を開始する。

平成14年10月 株式会社フルキャストシステムコンサルティングを吸収合併し、商号を株式会社フルキャストテ

クノロジーに変更。 

ビジネスソリューション事業本部を設置しソフトウェアの受託及びエンジニアアウトソーシング

事業を開始する。 

平成15年９月 本社、関東支店を東京都渋谷区道玄坂 渋谷マークシティに移転。 

平成16年７月 一般労働者派遣事業の許可を全拠点において取得。

 

- 4 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



 
平成16年11月 ビジネスソリューション事業本部、セミコンソリューション事業部をエンジニアアウトソーシン

グ事業本部に統合し、エンジニアアウトソーシング事業本部を営業本部に改称する。

平成17年10月 株式会社ジャスダック証券取引所（現東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

平成19年７月 株式会社ＡＩＣＯＮより技術者派遣部門の譲受けを行う。

平成19年９月 厚木市に厚木支店を開設。

平成19年10月 八王子市に八王子支店を開設。

平成20年２月 株式会社エグゼコミュニケーションズよりネットワーク技術者派遣部門の譲受けを行う。

平成20年６月 東京都港区赤坂 赤坂ツインタワーに本社移転

平成21年９月 神奈川県川崎市高津区に本社移転。

平成23年５月 株式会社夢真ホールディングス実施の株式公開買付けにより同社の連結子会社になる。

平成23年７月 株式会社夢テクノロジーに商号を変更。

東京都文京区大塚に本社移転。

平成26年７月 採用ぷらざ 夢らぼ(東京)をTOC大崎ビルディングに開設。

平成26年10月 株式会社ユニテックソフトを吸収合併。

平成26年11月 東京都千代田区丸の内に本社移転。

平成27年３月 厚生労働省により優良派遣事業者に認定される。

平成27年８月 採用ぷらざ 夢らぼ(大阪)を出光ナガホリビルに開設。

平成27年10月 採用ぷらざ 夢らぼ(東京)を新大崎勧業ビルディングに移転。

夢らぼ 研修センターをTOC大崎ビルディングに開設。

平成28年３月 採用ぷらざ 夢らぼ(名古屋)を名古屋錦フロントタワーに開設。

平成28年５月 株式会社夢真ホールディングスと合同で、株式会社夢エデュケーションを設立。

平成28年６月 東京都品川区大崎に本社移転。

平成29年10月 一起吧生活科技有限公司を子会社とする。

平成29年12月 株式会社クルンテープを子会社とする。

平成30年５月 株式会社夢エデュケーションを子会社とする。

平成30年８月 株式会社夢エデュケーションを吸収合併。

 

- 5 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



３【事業の内容】

 当社グループは、親会社である株式会社夢真ホールディングスを中心とする夢真グループに属しております。同グ

ループは建築技術者派遣事業、エンジニア派遣事業、教育関連事業、IT関連事業、その他事業を営んでおります。

 当社は、同グループのエンジニア派遣事業（注）を担当し、エンジニアアウトソーシング事業を行っております。

エンジニアアウトソーシング事業

 半導体、電気電子、機械、情報、化学など、各分野の技術を身に付けた当社社員（技術社員）が顧客企業からの

研究開発業務へのニーズに応じて、派遣契約もしくは業務委託契約により人材サービスを提供しております。

 主要顧客の取扱製品には、半導体、半導体製造装置、AV製品（デジタル家電）、輸送機器（自動車関連）、精密

機械などがあり、当社は設計・開発、開発系評価・テスト、品質評価などの業務において人材サービスを提供して

おります。
 
 なお、当社グループならびに夢真グループの事業系統図は次のとおりであります。（事業系統図）

 

（注）夢真グループの事業セグメント区分ならびに事業の内容は以下のとおりであります。 

（平成30年９月30日現在） 

セグメント名 主な事業の内容 事業会社名

建築技術者派遣事業
・建築現場への施行管理技術者

・CADオペレーター派遣
㈱夢真ホールディングス（親会社）

エンジニア派遣事業 ・製造、IT業界へのエンジニア派遣
㈱夢テクノロジー（当社）

㈱クルンテープ（当社子会社）

その他事業

・建設業及び製造業への人材紹介

・フィリピン現地人材への日本語教育

・ベトナム現地人材の採用支援業務

・建設関連国家資格の取得対策講座

・ベトナムでのオフショア開発

㈱夢エージェント

YUMEAGENT PHILIPPINES CORP.

YUMEAGENT VIETNAM CO.,LTD.

㈱建設資格推進センター

㈱夢ソリューションズ

 

 

- 6 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（親会社）          

㈱夢真ホールディングス 東京都千代田区 805,147 建築技術者派遣事業
（被所有）

直接 61.31
役員の兼任

（連結子会社）          

㈱クルンテープ 東京都品川区 65,000 エンジニア派遣事業
（所有） 

直接 100.00 

役員の兼任

資金の貸付

（注）１．株式会社夢真ホールディングスは有価証券報告書提出会社であります。

２．平成30年５月31日付で株式会社夢エデュケーションの株式取得に伴い、同社を連結の範囲に含めておりました

が、平成30年８月１日付で当社に吸収合併されております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

(平成30年９月30日現在）
 

セグメントの名称 従業員数（名）

エンジニアアウトソーシング事業 2,413 

全社（共通） 188 

合計 2,601 

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向を含む。）であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

 

(2）提出会社の状況 

（平成30年９月30日現在）
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,513 29.4 2.7 3,594,236

 

セグメントの名称 従業員数（名）

 エンジニアアウトソーシング事業 2,330 

 全社（共通） 183

合計 2,513

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向を含む。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

４．従業員数が前事業年度末に比べ647名増加したのは、採用強化によるものであります。

 

(3）労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）経営方針 

 当社グループは、「高付加価値の人材派遣事業」に特化して、高い技能を有した技術者を、自動車・電気機器・

半導体等の製造業界を中心とした顧客企業に対し提供し、さらに規模の拡大により雇用を創造し、仕事を通して社

会に広く貢献できる人材を育てることを経営方針としております。 

 

（２）経営環境及び経営戦略等 

 当社グループを取り巻く外部環境については、ITエンジニアが、2030年に日本国内だけで約79万人不足するとい

う調査結果が発表されており、ITエンジニアの不足は今後深刻化してまいります。また、製造業界においてもAIや

IoTの活用による生産の自動化、最適化などの技術革新は速度を増しており、研究開発部門におけるエンジニアの

不足感も今後一層高まると予想しております。 

 そのため、中期経営計画（2019年９月期～2021年９月期）においては、今後の需要に対応するべく2019年９月期

中に、採用環境の整備及びエンジニア増加に伴う管理部門、研修体制、営業力の強化などの大規模な先行投資を行

うこととしており、早期に年間2,000人以上を安定的に採用することができる体制を構築することにより、2021年

９月期末には5,000人を超えるエンジニア集団を目指しております。 

 また、当社グループの重要な経営戦略として、平成31年１月31日を効力発生日とした株式会社夢真ホールディン

グスによる当社の完全子会社化に関する株式交換契約を締結しております。 

 本株式交換契約の詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。 

 

（３）事業上の対処すべき課題 

 ① 採用の強化 

 当社グループが行うエンジニアアウトソーシング事業における特性として、技術者数の増加により、長期的かつ

多額の営業利益を得ることが可能であることが挙げられます。また、近年では技術革新の速度も増しており、エン

ジニアに対する引き合いの増加及び同業他社との採用獲得競争は今後一層強まると予想しております。そのため、

より早期に多数の人材を採用することが必要不可欠であります。 

 技術者の確保という課題に対して、当社グループは独自の採用路線を展開し、同業他社との差別化を図ります。

また採用に特化した採用専門拠点を国内に複数設け、全国から優秀な人材を採用してまいります。さらに有能なエ

ンジニアを海外から積極的に受け入れるため、グループ会社などと協力し、ロシア、韓国、ポーランドなど優秀な

人材の採用が可能と思われる各国への活動拠点の拡大及び人材発掘を予定するなど、外国人採用にも尽力いたしま

す。 

 ② 研修・フォロー体制の強化 

 エンジニアの逼迫した需要については、量的不足だけではなく質的不足も指摘されております。 

 当社グループとしましても将来に渡り継続して安定した収益を確保するため、早期に獲得した多数の人材に対し

て教育・研修を実施し、より技術力・収益性の高い技術者を養成しておく必要があります。また、在籍人数の増加

に対して、採用人数の増加のみならず、退職率の低減も重要であります。以上の理由から、研修内容の充実及びメ

ニューの拡充、退職ロスを削減する体制整備も実施いたします。 

 ③ 営業力の強化 

 当社グループの主要事業であるエンジニアアウトソーシング事業では、多数の人材を抱えているため、迅速な派

遣先企業へのマッチング及び派遣先企業の拡大を実現させるための強力な営業部門が必要です。 

 エンジニア数増加に伴った適切な営業人員の配置として、営業人員数の増加及び営業拠点の新設を計画しており

ます。その結果、年間2,000名以上の採用を行いつつも、エンジニアの稼働率改善を実現してまいります。 

 

 なお、文中の将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 
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２【事業等のリスク】

① 人材の確保について 

 当社グループの事業を継続及び拡大させていくためには、顧客より求められる技術レベルを有した専門的な技術

者を、継続的に確保する事が重要な要素となります。そのため当社グループは、採用部門の強化と技術者への研修

の充実を重要な課題と認識しております。 

 当社グループでは、技術社員の採用活動の強化を図るべく、採用担当部門の強化・増強を積極的に推進しており

ます。また、社員の定着率の向上を図るべく、人事制度の改定や教育研修の充実を図っております。 

 技術者の採用と研修が当社グループの計画どおりに進まず、一定数の専門的な技術者を確保できなくなった場合

には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 法的規制について 

 当社グループの主要事業である技術者派遣事業は、労働者派遣法に基づいて事業を営んでおります。 

 当社グループは関係法令を遵守して事業を運営しておりますが、労働者派遣法に定める派遣事業主としての欠格

事由に該当もしくは法令に違反する事項が発生した場合には、事業の停止や派遣事業者の許可の取り消しをされる

可能性があり、その場合には事業を営むことが出来なくなる可能性があります。 

 また、将来これらの法令ならびにその他の関係法令が、労働市場をとりまく社会情勢の変化などに伴って、改正

もしくは解釈の変更などがあり、それが当社の営む事業に不利な影響を及ぼすものであった場合、当社グループの

業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

③ 取引先の海外進出のリスクについて 

 当社グループの顧客企業は、主に自動車・電気機器・半導体等の製造業界に属しております。 

 このため、長期にわたる円高水準の継続や金利変動の影響により、顧客企業における業績の悪化や開発拠点の海

外移転等が発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ 個人情報の管理について 

 当社グループが営む技術者派遣事業においては、労働者派遣法及び個人情報保護法により、個人情報の適正管理

が義務付けられております。当社においては、個人情報管理規程を運用するとともに、個人情報管理について一層

の取組みを図ってまいります。 

 何らかの原因により個人情報が漏洩する事態が発生した場合には、当社グループに対する社会的信用が損なわ

れ、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑤ 機密情報の管理について 

 当社グループが営む技術者派遣事業は、顧客先において製品開発や設計業務等に従事しており、機密性の高い情

報を取り扱っております。このため当社グループにおいては、全従業員に対して入社時及び定期的に機密情報の取

扱いに関する指導・教育を行っております。 

 顧客企業の機密情報等の流出が生じた場合には、当社グループに対する社会的信用が損なわれ、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

 

 なお、文中の将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要 

① 財政状態及び経営成績の状況 

 当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策に加え海外景気の緩やかな回復による輸出や製造が増

加傾向でありました。それに伴い、企業収益や雇用情勢の改善、設備投資の増加基調が見られ、緩やかな回復が

続いております。しかし、自然災害の影響や、海外においては米国の通商問題を含む政策運営、アジア新興国の

経済政策などの先行き不透明感が経済に与える影響に関して、留意が必要な状況となっております。 

 当社グループの行うエンジニア派遣の市場は、省人化・自動化への投資が高まり設備投資が増加した製造業

や、需要の高まるIT業界を中心としたエンジニア需要が引き続き活況となり、拡大傾向にあります。しかし、依

然としてエンジニアの採用環境は厳しい状況が続いております。 

 このような事業環境の下、当社グループとしましては、エンジニア数を増やし早急に会社規模を拡大させ、IT

エンジニア派遣としての位置づけを確立させることが重要だと考え、当連結会計年度は採用に注力した事業期間

となりました。 

 採用面に関しては、人材に関する引き合いの増加に伴い、採用市場における供給不足の状況が継続する中、若

い未経験人材や女性、外国人エンジニアの積極採用といった独自の採用路線を展開しております。また今後、世

界的に人材不足が深刻化するIT人材の需要拡大を見越し、外国人の人材においても積極的な採用を行いました。

当連結会計年度の採用人数は1,118名となり、平成30年９月末時点の在籍エンジニア数は2,414名となっておりま

す。 

 以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高10,380百万円、営業利益442百万円、経常利益463百万円、

親会社に帰属する当期純利益274百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

 

 当連結会計年度より、当社グループの事業は単一セグメントに変更したため、セグメント別の記載を省略して

おります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,096百万円となりました。 

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動により得られた資金は388百万円となりました。 

 主な要因は、税金等調整前当期純利益の計上286百万円、売上債権の増加263百万円、投資有価証券評価損の計

上178百万円、未払消費税等の増加100百万円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動により使用した資金は56百万円となりました。 

 主な要因は、投資有価証券の売却による収入113百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

74百万円、投資有価証券の取得による支出58百万円、有形固定資産の取得による支出62百万円によるものであり

ます。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結年度における財務活動により得られた資金は30百万円となりました。 

 主な要因は、長期借入金による収入500百万円、短期借入の返済による支出160百万円、配当金の支払による支

出258百万円、長期借入金の返済による支出98百万円によるものであります。 

 

 なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析はおこなっておりませ

ん。 
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③ 生産、受注及び販売の実績 

a.生産実績

 当社が行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績になじまないため、当該記載を省略しております。

 

b.受注実績

 当社が行う事業は、受注時の業務量がその後の顧客の要望に合わせて変更することが多く受注状況を正確に把

握することが困難であるため、当該記載を省略しております。

 

c.販売実績

 当連結会計年度より、当社グループの事業は単一セグメントに変更したため、当該記載を省略しております。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

① 重要な会計方針及び見積り

 当社グループの財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に準拠して作成

しております。その作成には、定期的に開催する取締役会において、会計方針の選択・適用、資産・負債及び収

益・費用の報告及び開示に影響を与える見積り承認を必要としております。

 取締役会はこれらの見積りについて過去の実績等を踏まえて合理的に判断をしておりますが、実際の結果につ

いては見積り特有の不確実性が生じるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 

② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.当社グループの当連結会計年度の経営成績等 

 売上高10,380百万円、営業利益442百万円、経常利益463百万円、親会社株主に帰属する当期純利益274百万円

となりました。 

b.当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因 

（売上高）

 当連結会計年度の売上高は、10,380百万円となっております。 

 主な要因は、営業部門の強化によるものであります。 

（売上原価） 

 当連結会計年度の売上原価は、7,851百万円となっております。 

 主な要因は、採用強化に伴う技術社員増加によるものであります。 

（販売費及び一般管理費） 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は2,086百万円となっております。

 主な要因は、成果主義の徹底による報奨金支給の増加に伴う賃金手当の増加及び、採用強化に伴う求人費用

が増加したことによるものであります。

 

③ 当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての分析

a.キャッシュ・フローの状況

 「第２ 事業の状況 ３．経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）②キ

ャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

b.資金需要について

 当社グループの資金需要のうち主なものは、技術社員の人件費、求人費、事務所及び寮の地代家賃によるもの

であります。当該支出は、内部留保金を中心に賄い、必要に応じて間接金融を利用する方針であります。

 

④ セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

 当連結会計年度より、当社グループの事業は単一セグメントに変更したため、当該記載を省略しております。
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４【経営上の重要な契約等】

（１）株式会社夢エデュケーションの吸収合併

 当社は、平成30年６月７日開催の取締役会において、当社を吸収合併存続会社、当社の完全子会社である旧株式会

社夢エデュケーションを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を行うことを決議し、

同日付で吸収合併契約を締結いたしました。

 平成30年８月１日付で本合併を実施いたしました。 

 本合併の詳細については、第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表 注記事項（企業結合等関

係）に記載しております。 

 

（２）当社と株式会社夢真ホールディングスとの株式交換

 当社は平成30年11月14日開催の当社取締役会において、株式会社夢真ホールディングスを株式交換完全親会社と

し、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、両社の

間で株式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）を締結しました。

 また、平成30年12月18日開催の当社定時株主総会において本株式交換は承認されました。 

 なお、本株式交換の詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（重

要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

 

５【研究開発活動】

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当連結会計年度に、実施しました設備投資の総額は約26百万円であります。

 その主なものは、営業システムの拡充によるものです。

 

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主な設備は、次の通りであります。

（１）提出会社

平成30年９月30日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物

工具、器具 
及び備品

ソフトウエア 合計

本社

（東京都品川区）
本社機能他 2,369 2,188 3,749 8,306 24

（注）１．本社は賃借しております。

２．従業員は本社所在地における就業人数であります。

３．上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備は、下記のとおりであります。

平成30年９月30日現在
 

事業所名（所在地） 設備の内容 年間賃借料（千円）

本社及び各支店（東京都品川区 他） 賃借建物 126,232

従業員社宅 賃借建物 91,531

 

（２）国内子会社

平成30年９月30日現在 
 

会社名 事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 

（名） 建物 車両運搬具 合計 

㈱クルンテープ
東京営業所

（東京都品川区） 
本社機能他 780 1,216 1,996 3

（注）１．本社は賃借しております。

２．従業員は本社所在地における就業人数であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,449,600

計 22,449,600

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成30年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成30年12月19日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 13,025,200 13,025,200
東京証券取引所

JASDAQ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 13,025,200 13,025,200 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第３回新株予約権 

決議年月日 平成26年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 1

使用人 7

新株予約権の数（個）※ 22

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 44,000（注）１、８

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 475（注）２、８

新株予約権の行使期間※ 自 平成30年１月１日 至 平成35年12月31（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格   478（注）８

資本組入額 239（注）４、８

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）６

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

 ※当事業年度の末日（平成30年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在（平成30年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の

前月末現在に係る記載を省略しております。 

（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数は、1,000株とする。 

 なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下、同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率 

 また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、付与株式数は適切に調整されるものとする。 
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２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

 また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転

の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

          既発行

株式数

＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

  調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

 なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」

を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

 さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行

うことができるものとする。 

３．平成35年12月31日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日までとする。 

４．増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

 ①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

 ②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

５．新株予約権の行使の条件 

 ①新株予約権者は、平成27年９月期（平成26年10月１日から平成27年９月30日）、平成28年９月期（平成27

年10月１日から平成28年９月30日）及び平成29年９月期（平成28年10月１日から平成29年９月30日）の各事業

年度にかかる当社が提出した有価証券報告書に記載される監査済みの当社連結損益計算書（以下、「当社連結

損益計算書」といい、連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）に記載された営業利益が次の各号に

定める条件を、上記のいずれか２期達成した場合に本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報

告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会

で定めるものとする。 

 （ア）平成27年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における営業利益が３億円を超過している場合 

 （イ）平成28年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における営業利益が3.5億円を超過している場合 

 （ウ）平成29年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における営業利益が４億円を超過している場合 

 ②新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社の役員又は従業員の地位を喪失した場合、当該喪失以降本

新株予約権を行使することができない。 

 ③新株予約権者が、当社の使用人である場合、当社の就業規則に定める降格以上の懲戒処分を受けた場合、

当該処分以降は、本新株予約権を行使することができない。 

 ④新株予約権者が、当社の取締役である場合、会社法上、必要な手続を経ず、同法第356条第１項第１号に

規定する競業取引、又は同条項第２号もしくは第３号に規定する利益相反取引を行った場合、当該取引以降

は、本新株予約権を行使することができない。 

 ⑤新株予約権者が、禁固以上の刑に処せられた場合、当該処分以降、本新株予約権を行使することができな

い。 

 ⑥新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

 ⑦本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

 ⑧各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

 ⑨上記①が達成できないことが確定した場合及び②乃至⑥の何れかの事由が発生した場合、当該新株予約権

者の保有する本新株予約権は消滅する。 
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６．譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。 

７．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上

記（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

８．平成29年４月25日を効力発生日として当社普通株式１株を２株に分割したことにより、新株予約権の目的とな

る株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本金組入額が、調整されています。 
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第５回新株予約権 

決議年月日 平成28年７月21日 

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役  4

使用人 37

新株予約権の数（個）※ 507 

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 101,400（注）１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1（注）２

新株予約権の行使期間※ 自 平成32年１月１日 至 平成33年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格   1

資本組入額 12（注）３、７

新株予約権の行使の条件※ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）５ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）６

※当事業年度の末日（平成30年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在（平成30年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の

前月末現在に係る記載を省略しております。 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

 本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株と

する。

 なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、

同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率

 また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、付与株式数は適切に調整されるものとする 。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、１円とする。 

 なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

 また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転

の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

         

既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

  調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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 なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」

を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

 さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行

うことができるものとする。 

３．増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  ①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。 

  ②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

４．新株予約権の行使の条件 

  ①新株予約権者は、平成29年９月期（平成28年10月１日から平成29年９月30日）、平成30年９月期（平成29年

10月１日から平成30年９月30日）及び平成31年９月期（平成30年10月１日から平成31年９月30日）の各事業年度

にかかる当社が提出した有価証券報告書に記載される監査済みの当社連結損益計算書（以下、 「当社連結損益

計算書」といい、連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）に記載された当期純利益が次の各号に定め

る条件を、上記のいずれか２期達成した場合に本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準

の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定める

ものとする。 

（ア）平成29年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における当期純利益が360百万円を超過している場合 

（イ）平成30年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における当期純利益が430百万円を超過している場合 

（ウ）平成31年９月期の監査済みの当社連結損益計算書における当期純利益が500百万円を超過している場合 

  ②新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または使用人であること

を要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。 

  ③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

  ④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

  ⑤各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。 

５．新株予約権の譲渡に関する事項

 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。 
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６．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編

対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

 ①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

 ②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

 ③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。 

 ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上記

（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（注）５に従って決定される当

該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

 ⑤新株予約権を行使することができる期間 

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとする。 

 ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記（注）３に準じて決定する。 

 ⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

 ⑧その他新株予約権の行使の条件 

上記（注）４に準じて決定する。 

 ⑨新株予約権の取得事由及び条件 

（ア）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承

認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 

（イ）新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）４に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

 ⑩その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

７．平成29年４月25日を効力発生日として当社普通株式１株を２株に分割したことにより、新株予約権の目的とな

る株式の数、新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本金組入額が、調整されています。 

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日

（注１）
5,654,880 5,712,000 － 869,650 － 189,825

 

平成26年９月30日

（注２）

 

－ 5,712,000 － 869,650 27,587 217,412

 

平成28年５月25日

（注３）

 

430,600 6,142,600 226,495 1,096,145 226,495 443,908

平成28年９月20日 

（注４） 
10,000 6,152,600 5,341 1,101,487 5,341 449,249

平成28年10月12日 

～ 

平成29年４月４日 

（注４） 

310,000 6,462,600 165,584 1,267,072 165,584 614,834

平成29年４月25日 

（注５） 
6,462,600 12,925,200 － 1,267,072 － 614,834

平成29年10月１日 

～ 

平成30年９月30日 

（注４） 

100,000 13,025,200 23,868 1,290,940 23,868 638,703

（注）１．平成26年３月31日を基準日、４月１日を効力発生日として当社普通株式１株を100株に分割したことによる増

加であります。

２．その他資本剰余金を減少し、資本準備金に振り替えたものであります。

３．有償第三者割当     430,600株

   発行価格        1,052円

   資本組入額        526円

   主な割当先 株式会社岩本組

４．新株予約権の行使による増加であります。

５．平成29年４月24日を基準日、４月25日を効力発生日として当社普通株式１株を２株に分割したことによる増加

であります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年９月30日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 30 24 16 8 3,773 3,856 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 996 3,118 87,832 1,091 39 37,164 130,240 1,200 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.76 2.39 67.44 0.84 0.03 28.54 100.00 － 

 

（６）【大株主の状況】

    平成30年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

株式会社夢真ホールディングス 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 7,986,800 61.31 

有限会社佐藤総合企画 東京都中央区銀座６丁目７－16 666,800 5.11 

夢テクノロジー従業員持株会 東京都品川区大崎１丁目６－４ 159,200 1.22 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 68,700 0.52 

佐藤 大央 東京都世田谷区 60,000 0.46 

浜興産株式会社 兵庫県西宮市甲風園１丁目５番24号 48,500 0.37 

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS 

(E) BD 

（常任代理人 株式会社三菱

UFJ銀行） 

TAUNUSANLAGE 12, 60325 FRANKFURT, AM 

MAIN GERMANY 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

48,400 0.37 

外崎 省三 神奈川県厚木市 41,200 0.31 

加藤 幸一郎 愛知県刈谷市 41,200 0.31 

三菱UFJモルガン・スタンレー

証券株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 36,300 0.27 

計 ― 9,157,100 70.30 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,024,000 130,240 ―

単元未満株式 普通株式   1,200 ― ―

発行済株式総数 13,025,200 ― ―

総株主の議決権 ― 130,240 ―

 

②【自己株式等】

     該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

- 22 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



３【配当政策】

 当社は、財務体質の健全性を保ちつつ、中長期的な事業の成長及び、１株当たり利益の向上を最重要課題として

おり、経営成績に応じた業績連動型利益配分を行うこと、及び中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行う

ことを基本方針としております。

 当事業年度の配当金につきましては、中間配当金として１株当たり10円を実施し、期末配当金として１株当たり

10円を実施することを決定いたしました。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当社は、会社法第454条第５項の規定により、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取

締役会の決議により毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 

（千円）

１株当たり配当額 

（円）

平成30年５月11日

取締役会決議
129,312 10

平成30年12月18日

定時株主総会決議
130,252 10

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年９月 平成30年９月

最高（円）
135,000

※1,010
968 1,599 

2,227 

※1,083 
1,235 

最低（円）
90,000

※828
675 783 

1,032 

※528 
669 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

２．※印は、株式分割（効力発生日 平成26年４月１日 １株⇒100株）による権利落ち後の株価であります。

３．※印は、株式分割（効力発生日 平成29年４月25日 １株⇒２株）による権利落ち後の株価であります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成30年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,235 1,079 1,000 1,003 949 814 

最低（円） 1,047 950 903 832 795 669

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
― 本山 佐一郎 昭和24年３月28日 

昭和47年４月 八千代証券㈱(現三菱UFJモルガンスタ

ンレー証券㈱) 入社 

注２ 6,000 

平成10年６月 国際証券㈱ 執行役員 

平成15年６月 三菱証券㈱ 常務執行役員 

平成17年10月 三菱UFJ証券㈱ 常務執行役員 

平成18年６月 MUSファシリティーサービス㈱ 取

締役社長 

平成18年12月 いちよし証券㈱ 執行役常務 

平成22年４月 タワー証券㈱ 常任顧問 

平成25年12月 当社 社外取締役 

平成27年12月 当社 代表取締役社長(現任) 

平成29年12月 ㈱クルンテープ 代表取締役社長(現

任) 

取締役副 

社長 

エンジニア

リング事業

本部本部長 

金子 壮太郎 昭和47年４月11日 

平成７年11月 ㈱ハイテック 入社 

注２ 1,000 

平成８年６月 同社 甲府営業所所長 

平成11年３月 当社 入社 

平成23年８月 当社 東日本アウトソーシンググルー

プ第１チーム長 

平成23年10月 当社 エンジニアリング事業本部本部

長(現任) 

平成24年４月 当社 取締役副社長(現任) 

平成29年12月 ㈱クルンテープ 取締役(現任) 

専務取締役 
人材開発本部

本部長 
川下 敏久 昭和42年６月８日 

昭和61年３月 日立マクセル㈱ 入社 

注２ 20,000 

平成11年１月 当社 入社 営業推進室長 

平成23年11月 当社 人材開発本部本部長(現任) 

平成27年２月 ㈱夢エージェント 取締役(現任) 

平成27年12月 当社 専務取締役(現任) 

平成28年５月 ㈱夢エデュケーション 取締役 

  Yumeagent Philippines Corp.(現

YUMEGLOBAL CORP)代表取締役社長(現任) 

平成29年10月 ㈱夢ソリューションズ 代表取締役社

長 

平成29年12月 一起吧生活科技有限公司 董事長(現任) 

平成30年９月 ㈱夢グローバル 代表取締役社長(現任) 

平成30年10月 P3 OPLE4U,INC., 取締役(現任) 

取締役 ― 佐藤 大央 昭和58年11月25日 

平成18年４月 野村不動産㈱ 入社 

注２ 60,000 

平成22年４月 ㈱夢真ホールディングス 入社 

平成22年12月 ㈱夢真ホールディングス 取締役 

平成23年６月 当社 取締役(現任) 

平成24年６月 ㈲佐藤総合企画 代表取締役(現任) 

平成27年12月 ㈱夢真ホールディングス 代表取締役

社長(現任) 

平成28年５月 当社 取締役人材管理本部長 

平成30年10月 ネプラス㈱ 代表取締役(現任) 

  三立機械設計㈱ 代表取締役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

取締役 管理本部長 片野 裕之 昭和50年12月19日 

平成11年４月 ㈱長崎屋 入社 

注２ － 

平成14年１月 ㈱ブレイントラスト 入社 

平成19年４月 ㈱夢真ホールディングス 入社 

平成26年８月 ㈱小僧寿し 取締役管理本部長 

平成28年５月 当社 取締役管理本部長(現任) 

㈱夢エデュケーション 取締役 

平成28年７月 ㈱夢真ホールディングス 執行役員管

理本部長 

平成28年12月 ㈱夢ソリューションズ 監査役 

平成29年７月 ㈱夢真ホールディングス 執行役員財

務経理本部長 

平成29年12月 ㈱クルンープ 取締役(現任) 

平成30年10月 三立機械設計㈱ 取締役(現任) 

取締役 ― 佐藤 義清 昭和38年４月22日 

昭和63年４月 ㈱第一勧業銀行(現㈱みずほ銀行) 入

社 

注２ － 

平成25年４月 同社 池袋支店 池袋第二部長 

平成28年５月 同社 資産監査部長 

平成28年11月 ㈱夢真ホールディングス 入社 

平成28年12月 ㈱夢エデュケーション 代表取締役社

長 

当社 取締役(現任) 

㈱夢真ホールディングス 専務取締役

(現任) 

Keepdata㈱ 取締役 

平成29年３月 ㈱ダズル 監査役 

常勤監査役 ― 田中 義男 昭和23年１月23日 

昭和45年４月 凸版印刷㈱ 入社 

注３ － 

昭和49年１月 エンサイクロペディア・ブリタニカジ

ャパン 入社 

昭和55年12月 水澤会計事務所 入所 

昭和60年６月 ㈱タナベ経営 入社 

平成８年６月 同社 取締役大阪本部長 

平成11年10月 同社 取締役管理本部長 

平成13年12月 朝日ハウス産業㈱ 入社 

平成15年５月 ㈱夢真 入社 社長室長・IR室長 

平成19年10月 ㈱夢真ホールディングス 入社 

事業支援部次長 

平成21年４月 同社 人材開発管理部 次長 

平成23年６月 当社 監査役(現任) 

平成25年６月 ㈱我喜大笑 監査役 

平成26年８月 ㈱東京小僧寿し 監査役 

  ㈱岩本組 監査役 

平成27年７月 ㈱夢エージェント 監査役(現任) 

平成28年５月 ㈱夢エデュケーション 監査役 

平成28年11月 ㈱エクスドリーム・スポーツ 監査役 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

監査役 ― 横山 彰彦 昭和35年２月１日 

昭和58年４月 国際証券㈱(現三菱UFJモルガンスタン

レー証券㈱) 入社 

注４ －

平成10年７月 同社 名古屋コーポレートファイナン

ス部 部長 

平成12年11月 未来証券㈱(現みらい證券㈱) 引受部

長 

平成15年７月 ㈱トーマツベター・ンド・モア(現デロイトトー

マツコンサルティング) 執行役員 

平成17年４月 セガサミーアセット・マネジメント㈱

(現マーザ・アニメーションプラネッ

ト㈱) 専務取締役 

平成19年１月 ㈱エアネット 取締役 

平成20年８月 セガサミーインベストメント・アンド・パート

ナーズ㈱(現マーザ・アニメーションプラネット

㈱) 取締役 

平成24年12月 当社 社外監査役(現任) 

平成25年１月 ㈱デフタ・キャピタル 管理本部長 

平成25年10月 富士クレジット㈱ 監査役(現任) 

平成28年３月 ㈱ユニコーン 取締役 

平成30年５月 ㈱リピートリンク CFO(現任) 

監査役 ― 竹村 喜一郎 昭和23年７月15日 

昭和47年４月 日本情報サービス㈱(現㈱日本総合研

究所) 入社 

注５ － 

昭和60年７月 国際証券㈱(現三菱UFJモルガンスタン

レー証券㈱) 入社 

平成13年１月 新光キャピタル㈱ 入社 

平成15年９月 コックフーズ㈱ 入社 

平成18年11月 同社 取締役 

平成28年12月 当社 社外監査役(現任) 

計 87,000 

 

（注）１．横山彰彦、竹村喜一郎は、社外監査役であります。 

２．取締役の任期は、平成30年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年９月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

３．監査役田中義男の任期は、平成30年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成34年９月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

４．監査役横山彰彦の任期は、平成28年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年９月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

５．監査役竹村喜一郎の任期は、平成28年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年９月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 企業におけるコーポレート・ガバナンスの重要性がますます高まっている中、当社グループといたしましては株

主をはじめとする利害関係者の方々に対して、経営の効率性ならびに透明性を高めることをコーポレート・ガバナ

ンスの基本方針・目的として考えております。

 経営の効率性を高める点につきましては、迅速で正確な経営情報の把握と公正で機動的な意思決定を行う事によ

って、企業価値を最大化する事に取組んでおります。

 経営の透明性を高める点につきましては、ディスクロージャーを重視して適時情報開示を行っていくとともに、

当社ホームページ上にIR情報の開示やニュースリリースを積極的に行っていく所存であります。

 

① 企業統治の体制

イ 企業統治の体制の概要

 取締役及び監査役が出席する取締役会を定期的に開催し、必要に応じて臨時取締役会を適宜に開催しておりま

す。経営の基本方針、法令で定められた事項その他経営に関する事項を迅速に意思決定しております。

 重要な業務執行方針を協議する機関として、取締役、部長、部門責任者以上の経営幹部をメンバーとする会議

を都度必要に応じて開催しております。社内各部門の進捗状況を確認ならびに審査をし、経営、営業施策につい

て情報の共有化に努めております。また、重要な会議で審議された事項は取締役会において報告され審議の上、

承認されております。

  コーポレート・ガバナンス体制の概要図
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ロ 企業統治の体制を採用する理由

 当社は、業績の向上を最重要課題としています。それに伴い、有効かつ的確な意思決定と迅速な業務執行を行

い、監査役により適正な監督及び監視を可能とする経営体制を構築するため、現状の企業統治体制を選択してお

ります。

ハ その他の企業統治に関する事項 

(1) 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、法定遵守及び企業倫理の徹底を図り、社会から信頼される公正な経営を実現するため、「リスク

管理規程」をさだめ、同規程に従ったリスク管理体制を構築するとともに、関連する個別規程（債権管理規

程、経理規程等）、ガイドライン、マニュアルなどの整備に努めております。

 当社及び当社子会社の取締役は、コンプライアンス、適切なリスク管理のための取組み状況につき、必要

に応じて当社取締役会に報告する体制をとっております。また、当社は、当社子会社の危機管理について、

適宜必要な助言・指導を行っております。

 当社は取締役会にて、内部統制システムの整備に関する基本方針を決定しており、当該基本方針に従い、

法定遵守、リスク管理及び業務の適性を確保すべく、体制の整備と業務の執行を行っております。

(2) リスク管理体制の整備の状況

 取締役及び監査役が出席する取締役会を定期的に開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項その他

経営に関する事項を決定し、又は社内各部門の進捗状況を確認ならびにチェックすることにより、業務執行

の監督を遂行しました。 

 重要な業務執行方針を協議する機関として、経営幹部をメンバーとする会議を都度必要に応じて開催し、

経営情報・営業施策・採用施策等について情報の共有化に努めております。また、重要な会議で審議された

事項は、取締役会において報告され審議の上、承認されております。

 さらに顧問弁護士とは顧問契約に基づき、必要に応じ助言と指導を受け、リスクを未然に防止する体制を

整えております。 

(3) 提出会社の子会社の業務の適性を確保するための体制整備の状況 

 当社は、当社子会社に対し、財務状況その他の重要事項について当社への報告を義務付けております。 

 また、当社子会社と重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要事実等について相互に情報確認

を行い、適切なリスク管理に努めており、子会社に対し必要な助言・指導を行っております。 

ニ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責

任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該監査役が責任の原因となった職務の

遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

 社長直轄のコンプライアンス推進室の担当者により、定期的に業務監査、経理業務の内部監査の実施を行って

おります。内部監査の報告においては監査役が同行し内部監査担当者と共に意見交換を行い、相互の連携を高め

るようにしております。

 監査役監査におきましては、監査役３名による合議制をとっており、定期的に監査状況の意見交換を行い連携

をとっております。監査役は会計監査人と決算等の監査を実施すると共に意見交換を行い、相互の連携を高める

ようにしております。なお、監査役に対する専従スタッフの配置はしておりません。

 

③ 会計監査の状況 

 当社は、会計監査業務を太陽有限責任監査法人に委嘱しております。当期における会計監査業務を執行した公

認会計士は大兼宏章氏、田村知弘氏の２名であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、公認会計士

試験合格者等９名、その他10名であります。
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④ 社外監査役 

 当社の社外監査役は２名であります。

 社外監査役の横山彰彦は、これまでの豊富な経験や見識を当社の監査に発揮してもらうべく社外監査役に選任

しております。

 社外監査役の竹村喜一郎は、これまでの豊富な経験や見識を当社の監査に発揮してもらうべく社外監査役に選

任しております。

 当社は、社外取締役を選任しておりませんが、社内取締役が業務・実務に精通しており、的確かつ迅速な経営

判断が行える状況にあること、取締役会における取締役相互の牽制、並びに監査役の実効的な監査の実施によ

り、取締役の業務執行に対する監視機能が十分であると考えております。また、当社は、社外監査役として２名

選任し、外部的な視点からの経営監視を行っております。 

 

⑤ 役員報酬等 

イ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数

（人）基本報酬
ストックオ
プション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
34,080 34,080 － － － 3

監査役

（社外監査役を除く。）
4,800 4,800 － － － 1

社外役員 6,000 6,000 － － － 2

 
ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ 役員の報酬等の額の決定に関する指針 

 役員の報酬については、株主総会の決議により取締役及び監査役それぞれの報酬限度額を決定しておりま

す。各取締役及び監査役の報酬額は、取締役については取締役会の決議により決定し、監査役については監

査役の協議により決定しております。

 なお、取締役の報酬等の限度額は、平成23年12月14日開催の定時株主総会において年額100,000千円以内

（ただし、使用人兼務役員の使用人分給与を除く。）と決議を頂いております。

 また、監査役の報酬等の限度額は、平成23年12月14日開催の定時株主総会において年額12,000千円以内と

することを決議頂いております。

 

⑥ 株式の保有状況 

イ 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表上額の合計額

２銘柄 50,000千円

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表上額保有目的

該当事項はありません。 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表上額の合計額ならび
に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

該当事項はありません。 

⑦ 取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。
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⑧ 取締役選任の決議要件

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑨ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ 自己株式の取得

 当社は、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引

等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

ロ 中間配当

 当社は、取締役会の決議によって毎年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者

に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（以下「中間配当金」という）をすることができる旨を

定款で定めております。 

ハ 取締役及び監査役の責任の免除 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項の行為に関する取締役及び監査役（取締

役及び監査役であったものを含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除

することができる旨を定款で定めております。 

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 15,500 － 18,000 －

連結子会社 － － － －

計 15,500 － 18,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査日数、当社の規模・業務の特性等を勘案し、監

査人と協議の上、監査役会の同意を得て決定することとしております。
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第５【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

(3）当連結会計年度（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりません。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年10月１日から平成30年９月

30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）の財務諸表について、太陽

有限責任監査法人により監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、適正な連結財務諸表等を作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、適正性の確保に努めております。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（平成30年９月30日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 2,072,072 

受取手形及び売掛金 1,389,271 

繰延税金資産 120,044 

その他 319,378 

流動資産合計 3,900,766 

固定資産  

有形固定資産  

建物 84,904 

減価償却累計額 △16,496 

建物（純額） 68,407 

車両運搬具 2,070 

減価償却累計額 △854 

車両運搬具（純額） 1,216 

工具、器具及び備品 85,113 

減価償却累計額 △68,632 

工具、器具及び備品（純額） 16,481 

有形固定資産合計 86,105 

無形固定資産  

のれん 132,424 

その他 20,998 

無形固定資産合計 153,423 

投資その他の資産  

投資有価証券 ※ 274,928 

繰延税金資産 104,978 

その他 96,300 

投資その他の資産合計 476,207 

固定資産合計 715,736 

繰延資産  

株式交付費 3,100 

新株予約権発行費 4,233 

繰延資産合計 7,334 

資産合計 4,623,837 
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  （単位：千円） 

  当連結会計年度 
（平成30年９月30日） 

負債の部  

流動負債  

1年内返済予定の長期借入金 100,000 

未払費用 466,197 

未払法人税等 66,894 

未払消費税等 278,590 

賞与引当金 261,609 

その他 120,454 

流動負債合計 1,293,745 

固定負債  

長期借入金 350,000 

退職給付に係る負債 306,961 

資産除去債務 324 

その他 62 

固定負債合計 657,349 

負債合計 1,951,095 

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,290,940 

資本剰余金 767,897 

利益剰余金 620,556 

株主資本合計 2,679,394 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 △6,306 

退職給付に係る調整累計額 △2,720 

その他の包括利益累計額合計 △9,027 

新株予約権 2,375 

純資産合計 2,672,742 

負債純資産合計 4,623,837 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 10,380,679 

売上原価 7,851,885 

売上総利益 2,528,793 

販売費及び一般管理費 ※１ 2,086,614 

営業利益 442,178 

営業外収益  

受取利息 120 

投資有価証券売却益 1,467 

投資事業組合運用益 28,825 

その他 20,957 

営業外収益合計 51,370 

営業外費用  

支払利息 2,000 

株式交付費償却 12,572 

持分法による投資損失 11,573 

その他 3,505 

営業外費用合計 29,652 

経常利益 463,896 

特別利益  

新株予約権戻入益 756 

関係会社株式売却益 1,692 

特別利益合計 2,449 

特別損失  

投資有価証券評価損 178,881 

固定資産除却損 ※２ 1,420 

その他 17 

特別損失合計 180,318 

税金等調整前当期純利益 286,027 

法人税、住民税及び事業税 78,712 

法人税等調整額 △67,390 

法人税等合計 11,322 

当期純利益 274,704 

親会社株主に帰属する当期純利益 274,704 
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

当期純利益 274,704 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 6,453 

退職給付に係る調整額 1,591 

その他の包括利益合計 ※ 8,045 

包括利益 282,750 

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 282,750 

非支配株主に係る包括利益 0 

 

- 35 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 1,267,072 744,028 603,745 2,614,845 

当期変動額         

新株の発行（新株予約
権の行使） 

23,868 23,868   47,737 

剰余金の配当     △258,564 △258,564 

持分法の適用範囲の変
動     670 670 

親会社株主に帰属する
当期純利益     274,704 274,704 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 23,868 23,868 16,811 64,549 

当期末残高 1,290,940 767,897 620,556 2,679,394 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

退職給付に
係る調整累

計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 △12,760 △4,311 △17,072 3,369 2,601,142 

当期変動額           

新株の発行（新株予約
権の行使）         47,737 

剰余金の配当         △258,564 

持分法の適用範囲の変
動         670 

親会社株主に帰属する
当期純利益         274,704 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

6,453 1,591 8,045 △994 7,050 

当期変動額合計 6,453 1,591 8,045 △994 71,600 

当期末残高 △6,306 △2,720 △9,027 2,375 2,672,742 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 286,027 

減価償却費 25,329 

のれん償却額 23,849 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △107 

賞与引当金の増減額（△は減少） 64,072 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 19,801 

受取利息及び受取配当金 △120 

持分法による投資損益（△は益） 11,573 

支払利息 2,000 

固定資産除却損 1,420 

投資有価証券売却損益（△は益） △3,160 

投資有価証券評価損益（△は益） 178,881 

投資事業組合運用損益（△は益） △28,825 

繰延資産償却額 12,572 

売上債権の増減額（△は増加） △263,362 

仕入債務の増減額（△は減少） △32,952 

未払費用の増減額（△は減少） 58,549 

未払消費税等の増減額（△は減少） 100,369 

その他 △27,714 

小計 428,206 

利息及び配当金の受取額 15 

利息の支払額 △2,390 

法人税等の還付額 2,847 

法人税等の支払額 △40,264 

営業活動によるキャッシュ・フロー 388,414 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △62,315 

無形固定資産の取得による支出 △17,269 

投資有価証券の取得による支出 △58,737 

投資有価証券の売却による収入 113,510 

出資金の分配による収入 73,586 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
※２ △74,643 

貸付けによる支出 △39,700 

貸付金の回収による収入 2,001 

その他 7,309 

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,257 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △160,000 

長期借入れによる収入 500,000 

長期借入金の返済による支出 △98,351 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 47,500 

配当金の支払額 △258,324 

財務活動によるキャッシュ・フロー 30,824 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 362,981 

現金及び現金同等物の期首残高 1,717,277 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 16,294 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,096,554 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数  1社

 連結子会社の名称 株式会社クルンテープ

 平成29年12月22日付で株式会社クルンテープの全株式を取得したことにより、連結の範囲に含めてお

ります。

 平成30年５月31日付で株式会社夢エデュケーションの株式取得に伴い、同社を連結の範囲に含めてお

りましたが、平成30年８月１日付で当社に吸収合併されたことにより、同社を連結の範囲から除外して

おります。
 

(2) 非連結子会社の数 1社

 非連結子会社の名称 一起吧生活科技有限公司

 非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性が乏しいため、連結の範囲に含めておりません。 

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数

 当連結会計年度より当社が新たに連結財務諸表作成会社となったため、株式会社夢ソリューションズ

を持分法適用の関連会社に含めておりましたが、当社保有株式の全てを譲渡したことに伴い、持分法の

範囲から除外しております。 

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社 

 持分法非適用会社の名称 一起吧生活科技有限公司 

 持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 連結子会社の株式会社クルンテープは、決算日を１月末日から９月末日に変更しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については旧定率法を採用しております。 

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については定率法を採用しております。 

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物        ８年～15年 

 車両運搬具     ６年 

 工具、器具及び備品 ２年～10年 
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② 無形固定資産 

ソフトウエア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）による定額法 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

 売上債権等の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお 

ります。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上し

ております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定率法により、発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法 

 未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累

計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

④ 小規模企業等における簡便法の採用 

 連結子会社は、退職給付費に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする計算方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(5) のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しておりま

す。

 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法

株式交付費

 ３年間で均等償却しております。

新株予約権発行費

 ３年間で均等償却しております。

② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更）

 （従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）

 「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36

号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。 

 ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに

従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与

した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。 
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（連結貸借対照表関係）

※ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

投資有価証券（株式） 48,565千円

 

（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 当連結会計年度 

（自 平成29年10月１日 
  至 平成30年９月30日） 

給料及び手当 745,192千円 

退職給付費用 7,005 

賞与引当金繰入額 6,868 

求人費 665,113 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

建物 1,211千円

工具、器具及び備品 209

計 1,420

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

その他有価証券評価差額金：  

当期発生額 7,849千円 

組替調整額 △265

税効果調整前 7,583

税効果額 △1,130

その他有価証券評価差額金 6,453

退職給付に係る調整額  

当期発生額 171 

組替調整額 2,293

税効果調整前 2,464

税効果額 873

退職給付に係る調整額 1,591 

その他の包括利益合計 8,045
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式        

普通株式 12,925,200 100,000 － 13,025,200

合計 12,925,200 100,000 － 13,025,200

（注）発行済株式総数の増加100,000株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成26年ストック・オ

プションとしての新株

予約権

普通株式 － － － － 104

平成28年ストック・オ

プションとしての新株

予約権

普通株式 － － － － 2,270

合計 － － － － － 2,375

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年12月18日

定時株主総会
普通株式 129,252 10 平成29年９月30日 平成29年12月19日

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 129,312 10 平成30年３月31日 平成30年５月21日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年12月18日

定時株主総会
普通株式 130,252 利益剰余金 10 平成30年９月30日 平成30年12月19日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 2,072,072千円

預け金 24,481

現金及び現金同等物 2,096,554

 

※２ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の取得により新たに株式会社クルンテープを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに株式の取得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 113,161千円

固定資産 2,432

のれん 132,421

流動負債 △108,979

固定負債 △39,036

 株式の取得価額 100,000 

現金及び現金同等物 △25,356 

 差引：取得のための支出 74,643

 

 ３ 当連結会計年度に合併した株式会社夢エデュケーションより引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次の

とおりであります。 

流動資産 48,513千円

固定資産 1,552 

資産合計 50,065

流動負債 41,350

負債合計 41,350
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、市場環境、長期・短期のバランス、中期計画書等を勘案し、必要な資金を調達してお

ります。

 資金運用につきましては、新たな事業投資に備え、余剰資金については主に流動性の高い金融商品で運

用を行っております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に

投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である買掛金及び未払金はすべて１年以内の支払期日であります。長期借入金は運転資金等に

係る資金調達であります。これらの負債は、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行でき

なくなるリスク）に晒されております。当該借入金に係る金利は、すべての借入について固定金利で調達

しております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

 当社グループは債権管理規程等に沿って、定期的に取引先ごとに残高の管理を行い、回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 投資有価証券については、四半期ごとに時価や市況、発行体の財務状態等を把握し、保有状況を継続的

に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社グループは管理本部が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を一定レベルに

維持することにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

当連結会計年度（平成30年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 2,072,072 2,072,072 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,389,271 1,389,271 －

(3) 投資有価証券      

その他有価証券 176,363 176,363 －

(4) 敷金及び保証金 92,959 92,959 －

資産計 3,730,666 3,730,666 －

(5) 未払金 76,556 76,556 －

(6) 未払費用 466,197 466,197 －

(7) 長期借入金（*） 450,000 448,340 △1,659

負債計 992,754 991,094 △1,659

(*)一年内返済予定の長期借入金を含めております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また投資信託については、基準価額によっ

ております。

(4) 敷金及び保証金

 これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

負 債 

(5) 未払金、(6) 未払費用

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金

 これらの時価は、元利金の合計額を、当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 非上場株式（帳簿価額 50,000千円）及び関係会社株式（帳簿価額 48,565千円）については、市場価格がなく、

かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

 

 

- 44 -

2018/12/20 18:55:33／18429149_株式会社夢テクノロジー_有価証券報告書（通常方式）



３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

当連結会計年度（平成30年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,072,072 － － －

受取手形及び売掛金 1,389,271 － － －

合計 3,461,343 － － －

 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度（平成30年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 100,000 100,000 100,000 100,000 50,000 －

合計 100,000 100,000 100,000 100,000 50,000 －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券 

当連結会計年度（平成30年９月30日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

その他 61,547 49,046 12,500

小計 61,547 49,046 12,500

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株 式 98,565 98,565 －

その他 114,816 130,311 △15,495

小計 213,381 228,876 △15,495

合計 274,928 277,922 △2,994

（注）減損損失を行った有価証券については減損後の価格を取得価格としております。

 

２．売却したその他有価証券 

当連結会計年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株 式 103,238 2,894  

その他 83,858 29,623 －

合計 187,096 32,518 －

 

３．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券の株式178,881千円について減損処理を行っております。

 なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は、回復可能性があると認められる場合を除いて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。

 また、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、期末において発行会社の財政

状態の悪化等により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性があると認められる場合を除いて減損

処理を行うこととしております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 確定給付型の退職一時金制度及び確定拠出制度を採用しております。

 なお、連結子会社は、退職給付費に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする計算方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く） 

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

退職給付債務の期首残高 278,767千円

勤務費用 38,862

利息費用 1,672

数理計算上の差異の発生額 △171

退職給付の支払額 △24,122

退職給付債務の期末残高 295,008 

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

非積立型制度の退職給付債務 295,008千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 295,008 

   

退職給付に係る負債 295,008 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 295,008 

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

勤務費用 38,862千円

利息費用 1,672

数理計算上の差異の費用処理額 2,293

確定給付制度に係る退職給付費用 42,828

 

(4）退職給付に係る調整額

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

数理計算上の差異 2,464千円

合計 2,464
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(5）退職給付に係る調整累計額 

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

未認識数理計算上の差異 3,750千円

合計 3,750

 

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項 

 主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。） 

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

割引率 0.6％

 

３．簡便法を適用した確定給付制度 

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

退職給付に係る負債の期首残高 10,685千円

勤務費用 2,282 

退職給付の支払額 △1,185

退職給付に係る負債の期末残高 11,781 

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

非積立型制度の退職給付債務 11,781千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 11,781 

   

退職給付に係る負債 11,781 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 11,781 

 

(3）退職給付費用 

簡便法で計算した退職給付費用   当連結会計年度2,282千円

 

４．確定拠出制度

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度27,546千円であります。
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（ストック・オプション等関係）

（追加情報）

 「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告

第36号平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権

利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従

来採用していた会計処理を継続しております。 

 

１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要 

(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の内容

  平成26年ストック・オプション 平成28年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役    ４名

当社従業員    15名 

当社取締役    ４名

当社従業員    50名

株式の種類別のストック・オプシ

ョンの数（注）
普通株式  340,000株 普通株式  114,400株

付与日 平成26年11月14日 平成28年９月30日

権利確定条件

 新株予約権者は、平成27年９月期（平

成26年10月１日から平成27年９月30

日）、平成28年９月期（平成27年10月１

日から平成28年９月30日）及び平成29年

９月期（平成28年10月１日から平成29年

９月30日）の各事業年度にかかる当社が

提出した有価証券報告書に記載される監

査済みの当社連結損益計算書（以下、

「当社連結損益計算書」といい、連結財

務諸表を作成していない場合は損益計算

書）に記載された営業利益が次の各号に

定める条件を、上記のいずれか２期達成

した場合に本新株予約権を行使すること

ができる。なお、国際財務報告基準の適

用等により参照すべき項目の概念に重要

な変更があった場合には、別途参照すべ

き指標を取締役会で定めるものとする。 

 

（ア）平成27年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における営業利益が３億

円を超過している場合

（イ）平成28年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における営業利益が3.5

億円を超過している場合

（ウ）平成29年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における営業利益が４億

円を超過している場合

 新株予約権者は、平成29年９月期（平

成28年10月１日から平成29年９月30

日）、平成30年９月期（平成29年10月１

日から平成30年９月30日）及び平成31年

９月期（平成30年10月１日から平成31年

９月30日）の各事業年度にかかる当社が

提出した有価証券報告書に記載される監

査済みの当社連結損益計算書（以下、

「当社連結損益計算書」といい、連結財

務諸表を作成していない場合は損益計算

書）に記載された当期純利益が次の各号

に定める条件を、上記のいずれか２期達

成した場合に本新株予約権を行使するこ

とができる。なお、国際財務報告基準の

適用等により参照すべき項目の概念に重

要な変更があった場合には、別途参照す

べき指標を取締役会で定めるものとす

る。

（ア）平成29年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における当期純利益が

360百万円を超過している場合

（イ）平成30年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における当期純利益が

430百万円を超過している場合

（ウ）平成31年９月期の監査済みの当社

連結損益計算書における当期純利益が

500百万円を超過している場合

対象勤務期間 付与日から権利確定日まで。 付与日から権利確定日まで。

権利行使期間
自 平成30年１月１日

至 平成35年12月31日

自 平成32年１月１日

至 平成33年12月31日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、平成29年４月25日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）よ

る分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2) 権利確定条件付き有償新株予約権の規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成30年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

 なお、平成29年４月25日に株式分割（普通株式１株につき２株の割合）を行っており、以下は当該株式

分割を反映した数値を記載しております。

① ストック・オプションの数 

  平成26年ストック・オプション 平成28年ストック・オプション

権利確定前      （株）    

前連結会計年度末 340,000 114,400

付与 － －

失効 6,000 13,000

権利確定 334,000 －

未確定残 － 101,400

権利確定後      （株）    

前連結会計年度末 － －

権利確定 334,000 －

権利行使 100,000 －

失効 190,000 －

未行使残 44,000 －

 

② 単価情報 

  平成26年ストック・オプション 平成28年ストック・オプション

権利行使価格      （円） 475 1

行使時平均株価     （円） 833 －

 

２．採用している会計処理の概要 

（権利確定日以前の会計処理） 

(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権と

して計上する。 

(2) 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上する。 

 

（権利確定日後の会計処理） 

(3) 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権とし

て計上した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り替える。 

(4) 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を

利益として計上する。この会計処理は、当該失効が確定した期に行う。 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）
 

 
 

繰延税金資産      

未払事業税 8,001千円   

未払事業所税 2,480    

賞与引当金 80,104    

法定福利費 12,416    

繰越欠損金 22,124    

退職給付に係る負債 92,790    

投資有価証券評価損 15,509    

資産調整勘定 16,647    

その他有価証券評価差額金 4,229    

その他 5,962    

小 計 260,267    

評価性引当額 △33,132    

繰延税金資産合計 227,135    

       

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,312    

繰延税金負債合計 △3,312    

繰延税金資産の純額 223,822    

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）
 

 
 

法定実効税率 30.9％    

（調整）      

評価性引当額の増減 8.4    

住民税均等割 3.7    

子会社株式取得付随費用 1.3    

のれん償却 1.1    

過年度法人税等 △1.0    

資産調整勘定 △6.2    

繰越欠損金 △33.7    

その他 △0.6    

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.0    
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社クルンテープ

事 業 の 内 容  ：設計開発分野におけるエンジニア派遣事業

各種受託開発事業

情報システム及びセキュリティに関する教育研修、コンサルタント事業

(2) 企業結合を行った主な理由

 当社エンジニア派遣事業において、エンジニアの質と量の両面からの強化及び営業協力を行うことによ

り、双方に売上拡大が見込まれることから、株式を取得し、子会社化することといたしました。 

(3) 企業結合日

 平成29年12月22日（株式取得日） 

(4) 企業結合の法的形式

 現金を対価とした株式の取得 

(5) 結合後企業の名称

 株式会社クルンテープ 

(6) 取得した議決権比率

 100.0％ 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

 当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の100.0％を取得したことによります。 

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成30年１月１日から平成30年９月30日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 100,000千円

取得原価   100,000千円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

 アドバイザリー費用等 12,375千円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

 132,421千円

(2) 発生原因

 株式会社クルンテープの今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

(3) 償却方法及び償却期間

 10年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 122,502千円

固定資産 2,432

資産合計 124,934

流動負債 118,320

固定負債 39,036

負債合計 157,356

 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額及びその算定方法

 当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響額が軽微であるため、記載を省略しております。なお、当

該影響額の概算額については監査証明を受けておりません。 
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共通支配下の取引等 

１．取引の概要 

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

結合企業 

名称    株式会社夢テクノロジー 

事業の内容 エンジニアアウトソーシング事業 

被結合企業 

名称    株式会社夢エデュケーション（当社の連結子会社） 

事業の内容 ITエンジニアの育成、紹介

(2) 企業結合日

 平成30年８月１日 

(3) 企業結合の法的形式

 当社を吸収合併存続会社、株式会社夢エデュケーションを吸収合併消滅会社とする吸収合併 

(4) 結合後企業の名称

 株式会社夢テクノロジー 

(5) その他取引の概要に関する事項

 当社のエンジニア派遣事業と、株式会社夢エデュケーションのITエンジニア育成教育事業の親和性を

より高め、管理機能や人的資源の有効活用を図ることで経営基盤の強化、ひいては収益力強化を図るた

め、本合併を実施することと致しました。 

 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。 
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（資産除去債務関係）

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループは、単一のセグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（報告セグメントの変更等に関する事項）

 当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「エンジニアアウトソーシング事業」「N&Sソリューション

事業」の２区分から「エンジニアアウトソーシング事業」の単一セグメントに変更しております。

 エンジニアアウトソーシング事業では、主に製造業各社へのエンジニア派遣を中心としており、N&Sソリュ

ーション事業では、主にIT業界に属する企業へのエンジニア派遣を中心としておりました。しかしながら、積

極採用の導入により、エンジニアアウトソーシング事業においても、ITエンジニアへの適性が高い人材が多く

見受けられるようになり、また、派遣先である製造業各社においても、ITエンジニアに対する需要増加が顕著

となっております。

 今後の事業展開、経営管理体制の実態等を踏まえ、より効率的な管理及び営業体制と適切な人材配置を実地

するべく、報告セグメントについて再考した結果、当社グループの事業を一体として捉えることが合理的であ

り、事業セグメントは単一セグメントが適切であると判断したものであります。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

当連結会計年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

役員 佐藤 大央 当社取締役 

（被所有） 

直接 0.46 

間接 5.11 

－ 
新株予約権の行

使（注） 
28,500 － － 

（注）平成26年９月30日取締役会決議に基づく第３回新株予約権の権利行使であり、払込金額は１株につき475円であり

ます。なお、当社は平成29年４月25日を効力発生日として当社普通株式１株を２株に分割しておりますので、第３

回新株予約権の行使による１株当たり払込金額は、調整後の金額となっております。

 

２．親会社に関する注記

親会社情報

株式会社夢真ホールディングス（東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ スタンダードに上場）
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

１株当たり純資産額 205円02銭

１株当たり当期純利益金額 21円23銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 21円04銭

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当連結会計年度

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

１株当たり当期純利益金額  

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 274,704

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（千円）
274,704

普通株式の期中平均株式数（株） 12,937,650

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－

普通株式増加数（株） 115,890

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

平成28年７月21日開催の取締

役会決議による新株予約権

新株予約権の数 507個 

（普通株式101,400株） 

 なお、新株予約権の概要は

「第４ 提出会社の状況 １ 

株式等の状況 (2）新株予約

権等の状況」に記載のとおり

であります。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成30年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 2,672,742

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 2,375

 （うち新株予約権（千円）） (2,375)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,670,367

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
13,025,200
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（重要な後発事象）

株式交換契約の締結

当社は、2018年11月14日開催の取締役会において、株式会社夢真ホールディングス（以下「夢真ホールディン

グス」といいます。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」

といいます。）を実施することを決議し、両社間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締

結しております。

１．本株式交換の目的 

当社が属するエンジニア派遣事業は、ITエンジニアが2030年に日本国内だけで約79万人不足するという調査結

果が発表されているとおり、ITエンジニアの不足は今後深刻化することが見込まれ、また、製造業界においても

AIやIoTの活用による生産の自動化、最適化などの技術革新は速度を増しており、研究開発部門におけるエンジ

ニアの不足感も今後一層高まると予想しております。そのため、今後、エンジニアに対する引き合いの増加に伴

い国内外の同業他社との人材獲得競争がさらに激化することも見込まれることから、現時点において、採用コス

ト、教育・研修コストを先行投資し、できるだけ早期に多数の優秀な人材を採用・確保することが、激しさを増

す派遣業界での競争における生き残りのためには、極めて重要な課題となっています。 

上記のような当社を取り巻くこうした事業環境下においては、より迅速かつ機動的な意思決定や投資判断とと

もに、M&Aを含む成長投資をタイムリーに実施できる財務基盤の確立が急務となります。 

また当社が目指すエンジニア派遣事業の拡大のためには、夢真グループが進めている海外採用拠点の展開及び

海外人材確保をフル活用し、採用強化を達成できる体制づくりもまた不可欠であります。 

このような状況の下、両社の間で真摯に協議・交渉を重ねた結果、本株式交換により当社として以下のメリッ

トを享受することが期待できることから、当社の企業価値向上に寄与するものと結論に至り、本株式交換を行う

ことといたしました。 

①夢真ホールディングスの資金力及び信用力を活用した集中投資及び機動的かつ効果的なM&Aの実施、並びに

夢真グループとの共同での海外人材の確保 

②長期的な視点による事業戦略の策定 

③迅速な意思決定 

④一体的な事業運営及び上場廃止による間接業務の合理化による人的リソースの活用 

 

２．本株式交換の要旨 

(1)本株式交換完全親会社の概要 

商号 株式会社夢真ホールディングス 

本店の所在地 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

代表者の氏名 代表取締役社長 佐藤 大央 

資本金の額 805,147千円（2018年９月30日現在） 

事業の内容 建設技術者派遣事業 

 

(2)本株式交換の日程 

定時株主総会基準日（両社） 2018年9月30日（日）

本株式交換契約締結の取締役会決議日（両社） 2018年11月14日（水）

本株式交換契約締結日（両社） 2018年11月14日（水）

定時株主総会開催日（当社） 2018年12月18日（火）

最終売買日（当社） 2019年1月25日（金）（予定）

上場廃止日（当社） 2019年1月28日（月）（予定）

本株式交換効力発生日 2019年1月31日（木）（予定）
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(3)本株式交換の方式 

本株式交換は、夢真ホールディングスを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換

となります。本株式交換は、当社について2018年12月18日、夢真ホールディングスについて2018年12月19日

にそれぞれ開催された定時株主総会における本株式交換契約の承認を受け、2019年1月31日を効力発生日と

して行う予定です。 

 

(4)本株式交換に係る割当ての内容 

 
夢真ホールディングス

（株式交換完全親会社）

当社

（株式交換完全子会社）

本 株 式 交 換 に 係 る

割 当 比 率
1 0.75

本 株 式 交 換 に よ り

交 付 す る 株 式 数
夢真ホールディングスの普通株式：3,778,800株（予定）

当社の株式１株に対して、夢真ホールディングスの株式0.75株を割当交付いたします。ただし、夢真ホー

ルディングスが保有する当社の普通株式7,986,800株（2018年11月14日現在）については、本株式交換によ

る株式の割当ては行いません。なお、上記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた

場合、両社協議の上、変更することがあります。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 140,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 20,000 100,000 0.70 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 350,000 0.70
 2018年10月１日～

 2023年３月31日

合計 160,000 450,000 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 100,000 100,000 100,000 50,000 

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,281,391 4,760,528 7,507,380 10,380,679

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
112,420 225,918 187,292 286,027

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
54,802 128,564 51,090 274,704

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
4.24 9.95 3.95 21.23

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失

（△）（円）

4.24 5.71 △5.99 17.25
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成29年９月30日) 

当事業年度 
(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,691,758 1,899,768 

受取手形及び売掛金 1,056,003 1,327,930 

繰延税金資産 76,112 120,044 

その他 212,820 ※ 378,660 

貸倒引当金 △107 － 

流動資産合計 3,036,587 3,726,403 

固定資産    

有形固定資産    

建物 69,982 67,627 

工具、器具及び備品 22,968 16,481 

有形固定資産合計 92,950 84,108 

無形固定資産    

のれん 12,707 9,934 

その他 9,578 20,998 

無形固定資産合計 22,285 30,933 

投資その他の資産    

投資有価証券 464,299 226,363 

関係会社株式 89,210 270,940 

繰延税金資産 81,449 103,777 

その他 99,741 94,770 

投資その他の資産合計 734,700 695,852 

固定資産合計 849,936 810,894 

繰延資産    

株式交付費 8,416 3,100 

新株予約権発行費 11,490 4,233 

繰延資産合計 19,907 7,334 

資産合計 3,906,431 4,544,631 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年９月30日) 
当事業年度 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

1年内返済予定の長期借入金 20,000 100,000 

未払費用 348,214 416,700 

未払法人税等 11,751 62,055 

未払消費税等 152,812 272,235 

賞与引当金 197,536 261,609 

その他 297,396 ※ 109,009 

流動負債合計 1,027,711 1,221,610 

固定負債    

長期借入金 － 350,000 

退職給付引当金 272,553 291,258 

資産除去債務 649 324 

その他 62 62 

固定負債合計 273,265 641,645 

負債合計 1,300,976 1,863,256 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,267,072 1,290,940 

資本剰余金    

資本準備金 614,834 638,703 

その他資本剰余金 129,194 129,194 

資本剰余金合計 744,028 767,897 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 603,745 626,468 

利益剰余金合計 603,745 626,468 

株主資本合計 2,614,845 2,685,307 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △12,760 △6,306 

評価・換算差額等合計 △12,760 △6,306 

新株予約権 3,369 2,375 

純資産合計 2,605,454 2,681,375 

負債純資産合計 3,906,431 4,544,631 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年10月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 7,385,197 9,934,220 

売上原価    

当期派遣及び受託原価 5,622,489 ※１ 7,474,855 

売上原価合計 5,622,489 7,474,855 

売上総利益 1,762,707 2,459,364 

販売費及び一般管理費 1,587,785 ※１,※２ 2,011,860 

営業利益 174,922 447,504 

営業外収益    

受取利息 15 ※１ 360 

投資有価証券売却益 6,963 1,467 

投資事業組合運用益 － 28,825 

その他 6,679 15,893 

営業外収益合計 13,658 46,547 

営業外費用    

支払利息 876 ※１ 1,959 

繰延資産償却費 14,955 12,572 

その他 2,944 2,416 

営業外費用合計 18,776 16,949 

経常利益 169,803 477,103 

特別利益    

新株予約権戻入益 980 756 

特別利益合計 980 756 

特別損失    

投資有価証券評価損 29,999 178,881 

関係会社株式売却損 － ※１ 9,210 

その他 21,755 1,238 

特別損失合計 51,755 189,330 

税引前当期純利益 119,029 288,529 

法人税、住民税及び事業税 66,325 74,631 

法人税等調整額 △12,352 △67,390 

法人税等合計 53,972 7,241 

当期純利益 65,056 281,287 
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派遣及び受託原価明細書 

   
前事業年度

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

当事業年度
（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 労務費   5,476,512 97.4 7,319,006 
7,319,00

6 

Ⅱ 経費 ※ 145,977 2.6 155,848 2.1

当期総費用   5,622,489 100.0 7,474,855 100.0

当期派遣及び受託原価   5,622,489   7,474,855  

 

（脚注）

前事業年度
（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

当事業年度
（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

※  主な内訳は、次のとおりであります。 ※  主な内訳は、次のとおりであります。
 

項目 金額（千円）

地代家賃 86,063

旅費交通費 37,120
 

 
項目 金額（千円）

地代家賃 90,390

旅費交通費 39,554
 

   

 

（原価計算の方法）

 ソフトウエアの受託業務については実際原価に基づく個別原価計算を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計   
資本準備金 その他資本剰余金 

その他利益剰余金 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 1,101,487 449,249 129,194 790,592 2,470,523 

当期変動額           

剰余金の配当       △251,904 △251,904 

当期純利益       65,056 65,056 

新株の発行（新株予約権の
行使） 

165,584 165,584     331,169 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 165,584 165,584 － △186,847 144,322 

当期末残高 1,267,072 614,834 129,194 603,745 2,614,845 

 

       

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

当期首残高 △47,299 9,400 2,432,624 

当期変動額       

剰余金の配当     △251,904 

当期純利益     65,056 

新株の発行（新株予約権の
行使）     331,169 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

34,538 △6,030 28,508 

当期変動額合計 34,538 △6,030 172,830 

当期末残高 △12,760 3,369 2,605,454 
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当事業年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計   
資本準備金 その他資本剰余金 

その他利益剰余金 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 1,267,072 614,834 129,194 603,745 2,614,845 

当期変動額           

剰余金の配当       △258,564 △258,564 

当期純利益       281,287 281,287 

新株の発行（新株予約権の
行使） 

23,868 23,868     47,737 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 23,868 23,868 － 22,723 70,461 

当期末残高 1,290,940 638,703 129,194 626,468 2,685,307 

 

       

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

当期首残高 △12,760 3,369 2,605,454 

当期変動額       

剰余金の配当     △258,564 

当期純利益     281,287 

新株の発行（新株予約権の
行使）     47,737 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

6,453 △994 5,459 

当期変動額合計 6,453 △994 75,921 

当期末残高 △6,306 2,375 2,681,375 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１ 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券 

時価のあるもの

 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの

 移動平均法による原価法

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については旧定率法を採用しております。

 平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については定率法を採用しております。

 平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物        ８年～15年

工具、器具及び備品 ２年～10年

(2) 無形固定資産 

ソフトウエア（自社利用）

 社内における利用可能期間（５年）による定額法

(3) 長期前払費用 

 均等償却（償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準）

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上しており

ます。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定率法により、発生の翌事業年度より費用処理しております。

 

４ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法 

①株式交付費 

 ３年間で均等償却しております。

②新株予約権発行費 

 ３年間で均等償却しております。

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）

 「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第

36号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）を平成30年４月１日以後適用し、従業員

等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしまし

た。

 ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱い

に従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を

付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 

（表示方法の変更）

 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財

務諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。 

 また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項

の注記に変更しております。 

 

 以下の事項について、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を

省略しております。 

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を

省略しております。 

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記につい

ては、同条第４項により、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を

省略しております。 

 

（追加情報）

 「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第

36号平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）に関する注記については、連結財務諸表 

注記事項（ストック・オプション等関係）に同一の記載をしているため、注記を省略しております。 
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（貸借対照表関係）

※ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成29年９月30日）

当事業年度

（平成30年９月30日）

短期金銭債権 －千円 105,629千円

短期金銭債務 － 8,259

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

（平成29年９月30日）

当事業年度

（平成30年９月30日）

営業取引による取引高 －千円 98,360千円

営業取引外の取引による取引高 － 9,580

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度0.7％、当事業年度0.6％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度99.3％、当事業年度99.4％であります。

 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成28年10月１日 
  至 平成29年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成29年10月１日 

  至 平成30年９月30日） 

給料及び賞与 530,522千円 732,999千円 

賞与引当金繰入額 6,179 6,868 

退職給付費用 6,391 6,917 

地代家賃 88,810 127,373 

減価償却費 12,824 18,300 

求人費 546,077 662,473 

ソフトウエア償却費 3,603 5,849 

 

（有価証券関係）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は270,940千円、前事業年度は子会社株式を保有しておりませ

ん）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

（平成29年９月30日）

 

 

当事業年度

（平成30年９月30日）

繰延税金資産      

賞与引当金 60,959 千円   80,104 千円

未払社会保険料 9,143   12,416

未払事業所税 1,064   2,480

未払事業税 2,599   7,686

退職給付引当金 83,455   89,183

投資有価証券評価損 9,186   15,509

繰越欠損金 －   15,842

資産調整勘定 －   16,647

その他有価証券評価差額金 －   4,229

その他 2,861   2,845

繰延税金資産小計 169,270   246,944

評価性引当額 △9,526   △19,809

繰延税金資産合計 159,744   227,135

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △2,182   △3,312

繰延税金負債合計 △2,182   △3,312

繰延税金資産の純額 157,562   223,822

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成29年９月30日）
 

当事業年度

（平成30年９月30日）

法定実効税率 30.9％   30.9％

（調整）      

評価性引当額の増減 7.6   5.4

住民税均等割 －   3.4

寄付金等永久に損金に算入されない

項目 
－   2.3

過年度法人税等     △1.0 

資産調整勘定 －   △6.1 

繰越欠損金 －   △32.2 

その他 6.9   △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3   2.0

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

共通支配下の取引等

 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（重要な後発事象）

株式交換契約の締結

当社は、2018年11月14日開催の取締役会において、株式会社夢真ホールディングスを株式交換完全親会社、当

社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、両社間で株式交換契約を締結しております。

なお、詳細については、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおりであります。 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
当期首
残 高
(千円)

当 期
増加額
(千円)

当 期
減少額
(千円)

当 期
償却額
(千円) 

当期末
残 高
(千円)

減価償却
累 計 額
(千円)

有形固定資産 建物 69,982 6,303 1,274 7,383 67,627 16,452 

  工具、器具及び備品 22,968 7,083 2,372 11,197 16,481 68,632 

  計 92,950 13,387 3,646 18,581 84,108 85,084 

無形固定産 ソフトウエア 8,944 17,269 － 5,849 20,364 － 

  のれん 12,707 － － 2,772 9,934 － 

  その他 634 － － － 634 －

  計 22,285 17,269 － 8,622 30,933 － 

（注）当期増加額の主な内容は以下の通りです。

建物        支店移転関連      6,303千円

工具、器具及び備品 合併による資産の受入  3,716千円

ソフトウエア    営業支援システム関連 12,765千円

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 107 － 107 －

賞与引当金 197,536 261,609 197,536 261,609

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

 三井住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむ得ない事由によって電子

公告を出来ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL  https://www.yume-tec.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
 
（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第29期）（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）平成29年12月19日関東財務局長に提出。

（２）内部統制報告書及びその添付書類

事業年度（第29期）（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）平成29年12月19日関東財務局長に提出。

（３）四半期報告書及び確認書

第30期第１四半期（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日）平成30年２月14日関東財務局長に提出。 

第30期第２四半期（自 平成30年１月１日 至 平成30年３月31日）平成30年５月15日関東財務局長に提出。 

第30期第３四半期（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）平成30年８月14日関東財務局長に提出。 

（４）臨時報告書

平成29年12月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成30年８月15日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象の発生)に基づく臨時報告書 

平成30年11月14日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（株式交換の決定）の規定に基づく臨時報告書 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

  平成30年12月19日

株式会社夢テクノロジー  

  取締役会 御中  

 

  太陽有限責任監査法人  

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 大兼  宏章  ㊞ 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 田村  知弘  ㊞ 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社夢テクノロジーの平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社夢テクノロジー及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年11月14日開催の取締役会において、株式会社夢真ホールディ

ングスを株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、両会社間で株式交換

契約を締結した。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社夢テクノロジーの平

成30年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、株式会社夢テクノロジーが平成30年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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  独立監査人の監査報告書  

 

  平成30年12月19日

株式会社夢テクノロジー  

  取締役会 御中  

 

  太陽有限責任監査法人  

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 大兼  宏章  ㊞ 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 田村  知弘  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社夢テクノロジーの平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

夢テクノロジーの平成30年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。
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強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年11月14日開催の取締役会において、株式会社夢真ホールディ

ングスを株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、両会社間で株式交換

契約を締結した。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年12月19日 

【会社名】 株式会社夢テクノロジー 

【英訳名】 YUME TECHNOLOGY CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 本山 佐一郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区大崎一丁目20番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

 代表取締役社長本山佐一郎は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議

会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関す

る実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制

を整備及び運用しております。

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成30年９月30日を基準日として実施しており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当

該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性を評価を行いました。

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点

から必要な範囲を決定しております。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考

慮して決定しており、実施した全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合

理的に決定しております。

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、連結会計年度の売上高の概ね２／３に達している事業拠点を

「重要な事業拠点」としております。選定した重要な事業拠点においては、当社グループの事業目的に大きく関わる

勘定科目として、売上高、売掛金、売上原価（人件費）に至るプロセスを評価の対象としました。

 さらに、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを、財務報

告への影響を勘案して、重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。

 

３【評価結果に関する事項】

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。

 

４【付記事項】

  付記すべき事項はありません。 

 

５【特記事項】

 特記すべき事項はありません。 
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年12月19日

【会社名】 株式会社夢テクノロジー

【英訳名】 YUME TECHNOLOGY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  本山 佐一郎

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都品川区大崎一丁目20番３号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長本山佐一郎は、当社の第30期（自平成29年10月１日 至平成30年９月30日）の有価証券報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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